
第 1 1 1 6回 教 育 委 員 会 

 

令和４年 10月 13日  

県庁舎教育委員室  

 

１ 開   会    午後２時 

 

２ 会議録署名委員の指名 

 

３ 会期の決定 

 

４ 報   告 

（１）  令和５年度震災による福島県等からの山形県立高等学校への受検に

係る実施要項について                （高校教育課） 

 

５ 議   題 

議第１号 令和５年度山形県立高等学校及び山形県立特別支援学校の高等

部の入学者募集について            （高校教育課） 

議第２号 令和６年度山形県立高等学校入学者選抜基本方針の決定につい

て                      （高校教育課） 

議第３号 山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則

の一部を改正する規則の制定に係る臨時専決処理の承認について                                

（教職員課） 

議第４号 山形県立高等学校管理運営規則の一部を改正する規則の制定に

ついて                     （教職員課） 

 

６ 閉   会 



令和５年度震災による福島県等からの山形県立高等学校への受検に係る実施要項 

１ 目的 

⑴ 震災の影響により、山形県（以下、「本県」という）内の小学校あるいは

中学校に入学又は転学した者が、令和５年度山形県公立高等学校入学者選抜

において県立高等学校を受検しようとする際に、円滑かつ公正な受検に資す

る。

⑵ 原発事故等の影響により、他県から本県の県立高等学校の受検を希望する

中学生及び本県の中学生が安心して受検できる入学者選抜制度に資する。

２ 本実施要項において対象となる者（以下、「対象者」という） 

 本県または本県以外の中学校を卒業見込みの者で、以下の項目のいずれかに

該当する者とする。 

⑴ 震災で罹災した者、または罹災地域に居住しており、地域環境の悪化等に

より通常の生活を営めず避難に及んだ者

⑵ 福島第一原子力発電所の２０キロ圏内に居住しており避難に及んだ者また

は、その付近に居住しており、原発事故による放射線の影響のため地域環境

が悪化し、避難を余儀なくされた者

⑶ 福島県内の居住地から、放射線の影響により避難をした者

３ 入学者選抜に係る措置 

⑴ 定員を超える合格者の認定

令和５年度入学者選抜において、対象者が受検する県立高等学校にあって

は、あらかじめ１学級あたりの上限を４５名以内に定め、合格者を認定でき

るものとする。 

⑵ 志願の制限

① 対象者の住民登録については以下のとおりとする。

ア 他県の中学校を卒業見込みの対象者が本県の県立高等学校を受検しよ

うとする場合は、入学までに、本県に住民登録を行うものとする。

イ 本県の中学校を卒業見込みの対象者が本県の県立高等学校を受検しよ

うとする場合は、本県内への住民登録を条件としない。この場合、在籍

中学校の所在地を受検者の現住所とみなし、本県の学区制に従い受検で

きるものとする。

② 学区外志願の認定については以下のとおりとする。

ア 本県以外から本県の県立高等学校の志願を許可する基準は「一家転住

等」である。

イ 対象者であっても、保護者と同居をしない転住（本人のみの転居等）

については志願を許可しない。ただし、保護者の認定については弾力的

に対応するものとする。

③ 区域外就学により本県の中学校を卒業見込みの者が本県以外の公立高等

学校に入学を志願する場合も、「山形県公立高等学校に志願しない旨の

届」（別記様式第５号Ｄ）を本県教育委員会教育長に１部提出すること。
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⑶ 推薦入学者選抜 

① 令和５年３月に本県の中学校を卒業見込みの対象者は、推薦入学者選抜

の志願資格があるものとし、本県への住民登録を条件としない。 

② 震災の影響により受検者が増加した場合は、県立高等学校で定める推薦

による選抜の募集人員より合格内定者を多く認定することができる。 

⑷ 一般入学者選抜 

① 対象者の合否の判断については、一般入学者選抜における選抜方法によ

り判断する。 

② 合格者の認定に当たっては、本県の受検者が入学定員を超えて合格しな

いようにすること。 

 

４ 配慮事項 

⑴ 入学定員の上限については、３(1)により県立高等学校長が判断できるもの

とするが、合格発表に先立って上限を公表することはしない。 

⑵ 対象者の調査書については、その扱いについて配慮する。 

⑶ 対象者の面接については、質問の内容について配慮する。 

 

５ その他 

⑴ 県立高等学校長は中学校長に対して、受検者が対象者であるか確認を求め

ることができる。中学校長は、対象生徒についての証明を別紙により志願先

高等学校長あて提出する。  

⑵ 県立高等学校長は、対象者の志願及び合格（内定）状況を、高校教育課長

に報告しなければならない。 

⑶ 本実施要項は、令和５年度入学者選抜に対応したものであり、令和６年度

以降の入学者選抜については、避難者の推移等を参考のうえ別途対応する。 
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別紙 

証 明 書 

令和  年  月  日 

高等学校長 殿 

  学 校 名 

  校長氏名 印 

貴校に志願した下記の者は、震災等の影響による避難のため、本校に在籍している生徒である

ことを証明します。 

記 

生徒氏名 山形県への転入前の住所 備考 

  「山形県への転入前の住所」については、震災の影響により本県に避難する前の住所を記載

する。なお、本県に住民登録をしておらず、調査書の住所と同じである場合も記載する。 

 「備考」には、本県への転入の事情について、「震災による罹災」「避難区域」「自主避難」な

ど簡潔に記載すること。 
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議第 １ 号 

令和５年度山形県立高等学校及び山形県立特別支援学校の高等部の

入学者募集について 

令和５年度山形県立高等学校及び山形県立特別支援学校の高等部の入学者を別紙

のとおり募集する。 

提 案 理 由 

令和５年度における山形県立高等学校及び山形県立特別支援学校の高等部の入学

者の募集を行う必要があるため提案するものである。 

令和４年 10月 13日提出 

山形県教育委員会 

教育長 髙 橋 広 樹
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１　山形県立高等学校全日制の課程及び定時制の課程

入学定員

山形県立 普通 160

探究 理数探究、国際探究 80

同 普通 200

理数 40

同 普通 200

同 普通 160

音楽 40

同 工業 機 械 技 術 40

電 気 電 子 40

情 報 技 術 40

建 築 40

土 木 ・ 化 学 40

同 普通 160

体育 ス ポ ー ツ 80

同 普 通 午前 40

午後 40

夜 40

同 普通 160

農業 食 料 生 産 40

商業 情 報 経 営 40

同 総合 120

同 家庭 食 物 40

福 祉 40

看護 看 護 40

同 普通 200
　普通科一般コース160名、普通
科探究コース40名をそれぞれ募
集する。

同 工業 メカニカルエンジニア 40

ロボットエンジニア 40

Ｉ Ｔ エ ン ジ ニ ア 40

同 普通 80

同 総合 80

同 農業 農 業 経 営 40

み ど り 活 用 40

工業 機 械 40

電 子 情 報 40

商業 流 通 ビ ジ ネ ス 40

同 普通 200
　入学定員に併設型中学校から
の入学者数も含む。

同 総合 120

同 普通 200 普 通 夜 40
　普通科一般コース160名、普通
科探究コース40名をそれぞれ募
集する。

最 上 校 普通 40

同 普通 80

商業 総 合 ビ ジ ネ ス 40

金 山 校 普通 40

同 農業 食 料 生 産 40

農 産 活 用 40

工業 機 械 電 気 40

環 境 デ ザ イ ン 40

真 室 川 校 普通 40

　一般入学者選抜において、理
数探究科と国際探究科をあわせ
て、探究科として募集する。

山 形 東 高 等 学 校

山 形 南 高 等 学 校

山 辺 高 等 学 校

天 童 高 等 学 校

北 村 山 高 等 学 校

東桜学館高等学校

山形工業高等学校

山 形 西 高 等 学 校

山 形 北 高 等 学 校

寒 河 江 高 等 学 校

上山明新館高等学校

霞城学園高等学校

寒河江工業高等学校

谷 地 高 等 学 校

左 沢 高 等 学 校

新 庄 北 高 等 学 校

村山産業高等学校

設 置 学 科 入学定員
特 記

設 置 学 科

山形中央高等学校

新 庄 南 高 等 学 校

新庄神室産業高等学校

別　紙

学　校　名
全 日 制 の 課 程 定 時 制 の 課 程
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入学定員

同 普通 120

探究 理数探究、国際探究 80

同 普通 160

同 工業 機 械 40 総 合 夜 40

生 産 デ ザ イ ン 40

電 気 情 報 40

建 築 40

環 境 工 学 40

同 商業 商 業 80

同 農業 生 物 生 産 40

園 芸 福 祉 40

食 料 環 境 40

同 普通 160

同 総合 80

同 普通 200
　普通科一般コース160名、普通
科探究コース40名をそれぞれ募
集する。

同 工業 機 械 40

電 子 40

福 祉 環 境 40

同 総合 40

同 普通 40

同 普通 160

理数 40

同 普通 120

同 工業 機 械 40

電 気 電 子 40

情 報 通 信 40

建 築 40

環 境 化 学 40

同 普通 120

総合 120

同 水産 水 産 40

同 農業 食 料 生 産 40

食 品 科 学 40

同 総合 80 総 合 昼 40

同 普通 120

探究 理数探究、国際探究 80

同 普通 160 普 通 昼 40

同 普通 80

工業 機 械 制 御 40

電 気 電 子 40

環 境 技 術 40

商業 ビ ジ ネ ス 流 通 40

ビ ジ ネ ス 会 計 40

情報 40

同 総合 40

　一般入学者選抜において、理
数探究科と国際探究科をあわせ
て、探究科として募集する。

　一般入学者選抜において、普
通科と理数科は、まとめて募集
する。

　全日制の課程において、機械
科と生産デザイン科、建築科と
環境工学科は、それぞれまとめ
て募集する。

米沢興譲館高等学校

庄内農業高等学校

置賜農業高等学校

全 日 制 の 課 程 定 時 制 の 課 程
特 記

米沢工業高等学校

米 沢 東 高 等 学 校

学　校　名

　一般入学者選抜において、理
数探究科と国際探究科をあわせ
て、探究科として募集する。

鶴 岡 北 高 等 学 校

南 陽 高 等 学 校

長井工業高等学校

小 国 高 等 学 校

入学定員

酒 田 東 高 等 学 校

酒田光陵高等学校

酒 田 西 高 等 学 校

設 置 学 科 設 置 学 科

長 井 高 等 学 校

米沢商業高等学校

庄内総合高等学校

加茂水産高等学校

鶴 岡 南 高 等 学 校

高 畠 高 等 学 校

※山形東高等学校、米沢興譲館高等学校、酒田東高等学校の「探究科」は、理数に関する学科である理数探究科と
国際関係に関する学科である国際探究科を合わせて募集する場合の総称として記載しています。

遊 佐 高 等 学 校

鶴岡中央高等学校

鶴岡工業高等学校

荒 砥 高 等 学 校
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２　山形県立高等学校通信制の課程

同

３　山形県立特別支援学校の高等部

入学定員

若干名

若干名

同 若干名

同 14

同 22

同 11

同 若干名

同 14

同 14

同 22

同 11

同 11

同 11

同 24

同 16

４　山形県立高等学校専攻科

山形県立

５　山形県立特別支援学校の高等部専攻科

山形県立

山 辺 高 等 学 校

（注）受入れ区域について特別な事情がある場合には、県教育委員会が調整する。

学　校　名 設置学科 入学定員

学　校　名 設置学科 入学定員

山形県立霞城学園高等学校
普 通 120

服 飾 40

普 通 80

学　校　名 受入れ区域 設置学科

普　　通
山 形 盲 学 校 　県下一円

庄内総合高等学校

山形県立
保健理療

山 形 養 護 学 校 　県下一円 普　　通

山 形 聾 学 校 　県下一円 普　　通

米 沢 養 護 学 校

【総合コース】米沢市、南陽市、高畠町、
川西町

【就労コース】米沢市、南陽市、高畠町、
川西町、長井市、小国町、
白鷹町、飯豊町

普　　通

ゆきわり養護学校 　県下一円 普　　通

米 沢 養 護 学 校
西 置 賜 校

　長井市、小国町、白鷹町、飯豊町 普　　通

鶴 岡 養 護 学 校 　鶴岡市、庄内町、三川町 普　　通

新 庄 養 護 学 校

【総合コース】新庄市、金山町、最上町、
舟形町、真室川町、大蔵村、
鮭川村、戸沢村

【就労コース】総合コース同様

普　　通

酒田特別支援学校 　酒田市、遊佐町 普　　通

村山特別支援学校 　山形市、上山市、天童市、山辺町、中山町 普　　通

　村山市、天童市、東根市、尾花沢市、
　大石田町

普　　通楯岡特別支援学校

学　校　名 受入れ区域 設置学科 入学定員

上山高等養護学校

　山形市、寒河江市、上山市、村山市、
　天童市、東根市、尾花沢市、山辺町、
　中山町、河北町、西川町、朝日町、
　大江町、大石田町

普　　通

鶴岡高等養護学校 　鶴岡市、酒田市、庄内町、三川町、遊佐町 普　　通

普　　通

同 山 形 聾 学 校 県下一円
商業技術

楯岡特別支援学校
大 江 校

　寒河江市、河北町、西川町、朝日町
　大江町

山 形 盲 学 校 県下一円 理　　療 若干名

若干名

生産技術 若干名

看 護 40
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議第 ２ 号 

令和６年度山形県立高等学校入学者選抜基本方針の決定について 

令和６年度山形県立高等学校入学者選抜基本方針を別紙のとおり決定する。 

提 案 理 由 

令和６年度における山形県立高等学校入学者選抜に係る基本方針を定める必要が

あるため提案するものである。 

令和４年 10月 13日提出 

山形県教育委員会 

教育長 髙 橋 広 樹
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令和６年度山形県立高等学校入学者選抜基本方針（案） 

 令和６年度山形県立高等学校全日制の課程及び定時制の課程の入学者選抜は、次の方針に基づい

て行う。 

１ 入学者の募集は、県教育委員会の公告に基づき、各高等学校長が行う。 

なお、教育長が特に必要と認める場合は、第２次募集を行うことができる。 

２ 入学志願は次の各号に定めるところによる。 

(1) 入学志願は１人１校とし、在籍又は出身の中学校、これに準ずる学校、義務教育学校又は中

等教育学校（以下「中学校」という。）の校長を経由して行うものとする。

(2) 入学志願に係る通学区域は、「山形県立中学校及び高等学校の通学区域に関する規則」（昭和

24年３月県教育委員会規則第４号）の定めるところによる。

(3) ２校以上に同時に志願した者は、選抜の対象から除外する。

３ 入学者の選抜は、各高等学校長が、それぞれ次の各号に定めるところにより行う一般入学者選

抜、推薦入学者選抜及び連携型入学者選抜のうちいずれかの選抜方法により、各高等学校、学科

等の特色に配慮しつつ、その教育を受けるに足る能力・適性等を判定して行う。 

  選抜は、中学校における学習等の諸活動の記録及び県教育委員会が実施する学力検査の成績等

の資料に基づいて行う。 

ただし、併設型高等学校においては、当該高等学校に係る併設型中学校の生徒については入学

者選抜は行わない。 

(1) 一般入学者選抜は、次に定めるところにより行う。

ア 中学校長から送付された調査書及び学力検査の成績に基づき選抜する。ただし、体育科及

び音楽科の選抜においては、適性検査を行い、その結果を選抜の資料として加えるものとす

る。

イ 調査書中の各教科の評定と学力検査の成績の比率は、高等学校長が定める。

ウ 必要に応じて面接を課し、この結果を選抜の資料に加えることができる。

エ やむを得ない理由で学力検査、適性検査、面接を受検できない受検者に対して、５教科の

学力検査問題による追検査、適性検査、面接を別日程で行うものとする。

(2) 推薦入学者選抜は、専門学科、総合学科及び全日制の課程で入学定員 40 名の高等学校（分

校を含む）において、必要に応じて、次に定めるところにより行う。

ア 推薦入学者選抜は自己推薦によるものとする。この場合、学力検査を行わずに、自己推薦

書、調査書及び面接に基づき選抜する。ただし、体育科及び音楽科の選抜においては、適性

検査を行い、その結果を選抜の資料として加えるものとする。

イ 必要に応じて作文、実技検査及び当該高等学校作成の基礎学力検査を課し、これらの結果

等を選抜の資料に加えることができる。

ウ 連携型中高一貫教育を行う高等学校が行う推薦入学者選抜には、当該高等学校に係る連携

型中学校の生徒は志願することができない。

(3) 連携型入学者選抜は、中高一貫教育を行う連携型中学校から連携型高等学校への入学者の

選抜に当たり、次に定めるところにより行う。

ア 学力検査を行わず､「学習のまとめ」及び面接に基づき選抜する。

４ 調査書を選抜の資料とする場合は、調査書中の「特別活動等の記録」及びその他の記録にも十

分留意するものとする。 

５ 学力検査は次の日程で行う。 

⑴ 本検査は、令和６年３月７日（木）に行う。

⑵ 追検査は、令和６年３月 12日（火）に行う。
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６ 学力検査は、次の各号に定めるところにより行う。 

(1) 学力検査は、すべての学校・課程・学科において国語、社会、数学、理科及び外国語（英語）

について、各教科同一問題で一斉に行う。 

(2) 学力検査の問題は、中学校学習指導要領（平成 29年文部科学省告示第 64号）に基づいて出

題する。 

(3) 検査時間は、国語、社会、数学、理科、外国語（英語）それぞれ 50分とする。 

(4) 配点は、国語、社会、数学、理科、外国語（英語）それぞれ 100 点とする。ただし､高等学

校長が必要と認めるときは、特定教科の配点の比重を変更することができる。 

(5) 追検査の学力検査問題は本検査と同程度の難易度による出題とする。 

７ 高等学校長が必要と認め、自己申告等に関する書類が提出された場合は、これを選抜の資料と

して加えることができる。 

８ 合格者の発表は、令和６年３月 17日（日）に受検番号によって行う。 

９ 国立諸学校を受検して合格した志願者については、在籍又は出身の中学校長は、志願先の高等

学校長に対し、国立諸学校への入学の諾否を報告しなければならない。 

10 県外からの志願者受入れについては、別に定める。 

11 その他入学者選抜の実施上必要な事項は、別に定める入学者選抜実施要項に示す。 

 

付 記 

１ 高等学校専攻科の入学者選抜については、別に定める。 

２ 定時制の課程における成人の入学者選抜及び通信制の課程における入学者選考については、

別に定める入学者選抜実施要項に示す。 
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議第 ３ 号 

山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則の一部 

を改正する規則の制定に係る臨時専決処理の承認について 

山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則の制定について、教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専

決させる規則（昭和 31 年 11 月県教育委員会規則第 12 号）第５条第１項の規定によ

り、下記のとおり専決処理したことについて承認する。 

記 

山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則の一部 

を改正する規則の制定について 

山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則を次のように制定する。 

山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則の一部 

を改正する規則 

山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則（昭和 40 年４月県

教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。  

別表その他の項第９号の２中「後８週間」を「以後１年」に改める。 

附 則 

この規則は、令和４年 10月１日から施行する。 

提 案 理 由 

職員の妻が出産する際の育児参加のための特別休暇の対象期間を拡大する改正で

あり、10月１日に施行するため、教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委

任し又は専決させる規則第５条第１項の規定により専決処理したので、同条第２項の

規定により承認を求めるため提案するものである。 

令和４年 10月 13日提出 

山形県教育委員会 

教育長 髙 橋 広 樹
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山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則の一部 

改正について 

 

１ 改正概要 

妻が出産する場合に、出産に係る子又は小学校就学前の子を養育するための休暇

（いわゆる男性職員の育児参加休暇）の対象期間を出産の日以後１年を経過する日

までに拡大 

○ 妻の出産予定日の６週間前の日から出産の日以後１年を経過する日まで（改

正前：出産の日後８週間を経過する日まで）の期間において、５日の範囲内で

使用可能 

○ 令和３年 10 月２日以降、妻が出産した職員で、本休暇の残日数がある場合

は令和４年 10月１日以降の対象期間内に本休暇の残日数を使用できる。 

２ 施行期日 

  令和４年 10月１日 

※ 国家公務員に適用される人事院規則、本県知事部局職員及び教育委員会事務

局職員に適用される人事委員会規則も同日に施行済み 
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議第 ４ 号 

山形県立高等学校管理運営規則の一部を改正する規則の制定について 

山形県立高等学校管理運営規則の一部を改正する規則を次のように制定する。 

山形県立高等学校管理運営規則の一部を改正する規則 

 山形県立高等学校管理運営規則（昭和 41 年４月県教育委員会規則第３号）の一部

を次のように改正する。 
別表第１中 

「 

同  寒河江工業高等 

学校 

工 業 機  械 

電子機械 

情報技術 

40 

40 

40 

を 

」 

「 

同  寒河江工業高等 

学校 

工 業 機  械 

電子機械 

情報技術 

メカニカル

エンジニア

ロボットエ

ンジニア

ＩＴエンジ

ニア

募集停止 

募集停止 

募集停止 

40 

40 

40 

に 

」 

改める。 

 附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

提 案 理 由 

 県立寒河江工業高等学校の新校舎供用開始に向けた学科改編を行うため提案する

ものである。 

  令和４年 10月 13日提出 

山形県教育委員会 

教育長 髙 橋 広 樹 
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